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O．はじめに   
平成23年度に完全実施される小学校5、6年生の小学校外国籍活動（「英語活動」）につ  
いてその移行期における実施状況の把握を試みる。外国語活動の目標は「聞く、話す」を中  
心とした活動によりコミュニケーション能力の素地を養うことであり、すでに99％の公立  
小学校で実施されている。外国語活動は教科としては位置づけられていないため「教科書」  
はない。また公立小学校での外国語活動の導入は初めてである。中学校英語の前倒しをしな  
いという内容がこれまでの方針でもある。   
本稿は、必修化前に行われた小学校外国語活動の全国調査の結果内容を踏まえ、東北地方  
の一つの市での小学校における英語活動の状況、そしてその児童が進学する中学校での受け  
入れ態勢についての質的内容によるアンケート調査を行った。本稿は小学校の英語活動の移  
行期における実施状況の報告である。  
1．小学校外国語活動の実態（全国）   
英語活動の必修化に向けての実施状況について全国規模の調査が行われてきた。本稿では  
文部科学省と民間機関が行った移行期の調査を2例紹介する。  
1）文部科学省   
文部科学省は、「小学校外国語活動の実施に向けた現状と課題の把握」という調査趣旨で  
平成22年11月に全国の小学校215校にアンケート調査を実施した2。「外国語活動について、  
平成23年度から円滑に実施する準備が整っているか」の質問項目に対して96．3％の学校で「と  
ても思う」「まあまあ思う」との回答結果を得た。   
一方、3．7％の学校（8校）で「あまり思わない」との回答があり、その具体的内容とし  
ては、小学校教員の英韓力や指導力の向上、教員間や外国語指導助手（M）などとの打ち合  
わせ時間の確保、教具・教材等の開発や準備が必要であるとの回答があった。   
また、「円滑に実施する上で具体的にどのようなことが必要か」に対する自由記述でも、  
研修の場の確保、AIJの配置、年間指導計画の作成、評価方法の検討、職員の英語能力の向  
上、授業形態の確立などを学校全体または教育委員会主導で行うことが必要であると分析し  
ている。  
2）日本英語検定協会   
日本英語検定協会、英語教育研究センターによる移行期の小学校英語活動の現状調査が  
2010年に行われた3。これは、全国1530の公立小学校と602の教育委員会を対象とした調査  
で、調査項目は、年間35時間の外国語活動の実施における指導環境の整備状況、教育委員  
会が力を入れていること、管轄下の中学校へ教育委員会が行っていること、外国語活動を担  
当している教員、外国語活動の児童への評価、保護者の反応、教員研修についてである。   
結果は、5、6年生では年間23～35時間を実施している学校は84％で、必修化にむけて  
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スムーズに英語活動が導入できるとしている。指導環境についてはAIJの訪問頻度も充分で  
あり、教材・指導計画等についても半数以上が整っていると分析している。また「英語ノー  
ト」や電子黒板の教育現場への定着が窺えるとしている。   
問題点については、指導内容・方法、指導者、評価内容・方法などを挙げている。また教  
育委員会は、AIJの派遣・提携、教員の意識改革・指導力の向上、教員研修の実施・充実に  
注力しているとして、特に教員の研修に取り組んでいる教育委員会が大幅に増加したと分析  
している。   
分析結果としては、小学校での外国語活動導入において7割が良い影響があるとしている。  
また、今後の課題として、小・中学校間の接続の問題、そして英語に「慣れ親しむ」だけな  
ら低学年でよいのではとの意見を掲載している。   
以上の全国的調査（文部科学省、民間）はともに平成23年度からの「英語活動」の必修  
化に向けての準備はおおむね整っていると分析している。しかし、現場では多くの不安（教  
員、教材、カリキュラム・評価等）があることを指摘している。全国調査を踏まえ、市内で  
の小学校での英語活動の実施状況を報告する。  
2．調査対象の小学校（学習時間）   
今回の調査で対象とした市内には18の小学校が設置されている。英語活動の取り組みの  
概要としては、5、6年生で年間35時間の「外国語活動」を行っているのは13校、30時間  
が3校、そして24、20時間が各1校である。  
1～4年生については、低・中学年の全ての学年で外国語活動を行っている学校は14校、  
中学年のみは2校、ゼロ時間または無回答が各1校であった。このうち、低学年と中学年の  
授業時間数の違いがあるのは6校である。さらに低学年と3、4年生のように3段階に授業  
数を分けている学校が3校あった。年間授業時間数は低学年で2～10時間、中学年で3～  
25時間である。   
1～4年生における授業時間数の単純比較では、低学年で0時間の学校と10時間の学校、  
また中学年では3時間の学校と25時間の学校がある。4年生のみでは0時間と25時間の学  
校がある。各学校での授業時間数の違いはあるが、少なくとも5、6年生においては66％  
以上の学校で毎週1回の英語活動が行われている。  
2．1 英語活動の予備調査   
小学校においては予備調査として、学校訪問による聞き取り調査、授業参観による実態把  
握、授業担当者と日本人補助教員との面談を行い、アンケート調査を行うにあたっての問題  
点を集約した。その後アンケート調査を行った。また、中学校には英語科主任へのアンケー  
ト調査を行った。   
1）小学校個別調査項目   
アンケート調査前の予備調査として小学校訪問による担当教員との面談（18校中8校）  
を行った。質問の内容は（1）英語指導の体制：英語指導を担当する主たる教員の有無、各学年  
の授業時間数、指導する教員、（2）指導方法：「英語ノート」の活用の有無、ALrの活用状況、  
学校独自の工夫について（教材、指導方法、教室環境等）、校内での研修体制、問題点、教  
員の要望、（3）教員研修について：校内での研究授業の希望、他校での研究授業の希望、市内  
の他校に紹介したい工夫、（4）「手引き」の必要性：他府県が作成した指導書の購入・入手希  
望、市販の図書・教材・副教材の購入希望、についてであった。   
2）授業参観  
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市内4校での授業参観を行った。A小学校では英語担当の教員による5年生の授業。B小  
学校では5年生の担任による授業。C／ト学校では5年生担任と日本人補助教員（JET）との  
ティーム・ティーチング（TT）の授業。そしてD小学校ではJET主導の4年生の授業をそれ  
ぞれ参観した。   
3）教員へのヒアリング   
教員との面談は英語担当の教員または学年主任と行った。内容は上記の小学校個別調査の  
内容を中心に現在の状況、問題点をヒアリングした。  
JETとの面談では、市内に3人配置されている2人から話を聞くことができた。3名が1  
8校を持ちまわりしており、週に1回各担当小学校で教えている。基本的には担任教員の補  
助として教えている。  
3．集計結果   
予備調査を経て市内18小学校と8中学校へのアンケート調査を行った。小学校には音声  
指導についての調査（参照Appendixl）、そして中学校には今後の課題となる小申達携とい  
う観点から「小学校英語」への対応についての調査（参照Appendix2）である。   
3、1 小学校での取り組みについての集計結果   
小学校へのアンケート調査内容は学校全体で取り組んでいる英語活動の実態について行っ  
た。特に事前の学校訪問での個別調査から、小学校での音声指導の取り組みと環境作りにつ  
いての質問を行った。全18校中10校から回答を得た。質問内容は、1）学校独自の取り組み、  
2）特別教室（EnglishRoom）の設置の、3）校内放送による全学での取り組み、4）読み聞  
かせ、について調査した。   
1）学校独自の取り組み  
「英語ノート」を教える以外に学校独自の取り組みについては、5校が取り組んでいるが、  
他の5校はその予定はないと回答している。検討中の学校はなく取り組んでいるか否かには  
っきりと別れた。   
学校独自の「カリキュラム」等があるのは3校で、5校は検討中、その予定のないのは2  
校である。その内容は、各学年の発達段階に合わせた年間指導計画を作成している学校も1  
校あった。基本的には5、6年は年間35時間で「英語ノート」を使い、低中学年同時間や  
低中学年別に時間数を変えている学校がある。   
2）特別教室（EnglishRoom）の設置  
「EnglishRoom」などの特別教室については4校が現在設置しており、3校が検討中、3  
校はその予定はないと回答している。   
特別教室の工夫については、関連図書や参考書の設置や収集した教材資料の保管をしてい  
る。季節に応じた掲示物をするなどの学校もある。またプロジェクターやスクリーンなどを  
常設して英語活動をおこなっている学校もある。   
3）校内放送   
英語活動に関する校内放送を行っているのは5校で検討中の学校も2校ある。3校はその  
予定はないと回答している。   
校内放送の内容についは、その時間帯は昼の校内放送で給食時を利用している。その時間  
は5分程度である。児童が興味を示した内容は、季節の話題、英語の歌やクイズ、学校にや  
ってくるALTへのインタビュー、外囲文化の紹介、身の回りの出来事等の紹介である。   
4）読み聞かせ  
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「読み聞かせ」については6校で行っている。残りの4校は今後その予定はない。「読み聞  
かせ」で児童に人気のある内容は、子ども達があらすじを分かっている物語、AIJの出身地  
の紹介、クリスマスやハロウィーンなどの行事や祭り等の内容が分かりやすいものである。  
また、エリック・カールの絵本：『はらぺこあおむし』、β柑W乃鮎drβmw乃助αぢ汚職αJ加地〃  
ぶee7、伽椚肋αdわ乃e、月フねrβedrjわねr加αr椚αJエb抱〟鮎e7や、ジェズ・オールバラの  
絵本：月おg、乃JJ等の具体名の回答もあった。   
3．2 中学校での取り組みについての集計結果   
中学校教員の「小学校英語」への関心について、特に小学校で英括を学んだ児童が中学校  
で英語を学ぶ場合に学校単位でどのような取り組みをしているのか、また今後どのような計  
画を立てているのかを調査した。   
中学校へのアンケート調査も学校単位で回答してもらった。内容は、1）中学校での「小  
学校英帯」への対策、2）中学校英語教員の「小学校英括活動」の現状把握、3）生徒の実態  
についての3項目である。   
1）中学校での「小学校英語」への対策   
小学校英請に対して中学校で組織的な取り組みを行っているかの有無については8校すべ  
ての学校で行っていないという結果となった。また、今後について、その予定があるのは1  
校のみで予定なしは2校、検討中または「わからない」が5校であった。   
現在のところ小学校での英静活動に対する特別な取り組みは中学校単位では行われていな  
いが、アンケート回答者からは多くのコメントがあった。   
・市英語部会において、小中連携の必要性について話し合い、各中学校が学区内の小学   
校の英語活動の普段の授業を見せてもらうことを確認した。・小中の交流があるとよい。  
小中教育共に子ども達が9年間の中でどんなことを学ぶのか知る必要がある。・学区小  
学校の指導内容を知ること、連携がどの程度可能なのか等を知りたい。・小学校での英  
語の授業を見学させていただく必要があり、小中の連携が必要である。・小中連携が必  
要：学習内容（入学時のレディネス）、出張授業、学習方法へのアドバイスが必要。   
2）中学校英語教員の「小学校英語活動」の現状把握   
中学校の各教員がどの程度小学校英諦についての現状把握をしているかその意識について  
回答してもらった。小学校でどのような授業内容を行っているかを具体的に把握している中  
学校は1校であり、7校は把握していない。しかし小学校の英語活動の内容を把握する必要  
は全中学校（8校）でその必要があると回答している。   
一方、「英語ノート」の内容を把握し中学校での英語の授業を各教員が行っているかとの  
質問では、行う予定が1校のみで、その他の7校は小学校英諦の内容を踏まえた授業はまだ  
行っていない。   
また、「英帯ノート」を中学校の教員が見たことがあると回答したのは5校で、見たこと  
がないのは2校であった。小学校での英語活動と中学校の英語科の授業での橋渡し的取り組  
みの具体例としては、コミュニケーション活動が有効であるとの回答があった。   
3）生徒の実態   
市内すべての中学校が複数の小学校からの児童を受け入れている。小学校での英語教育に  
ついての小学学校間の「温度差」にっては中学校では話題にしてはいない（7校）。1校に  
ついては小学校での英帯教育の格差を教員団が感じていると回答した。小学校段階ですでに  
文字指導まで行っている学校とゲーム的な活動のみを行ってきた学校での差があることを認  
めている。  
－ 28 －   
北山：小学校英語活動における実施状況の調査報告  
4．考察：今後の課題と問題点   
英静活動の必修化を控えさまざまな取り組みと整備が行われてきた。ここでは教材、指導  
者、カリキュラムについて現状の問題点と今後の動向を考察する。   
1）教材   
平成20年に告知された小学校学習指導要領では平成23年度から小学校での5、6年生の  
外国語活動が導入されることになった。小学校での英韓活動は教科ではないので教科書はな  
い。文部科学省は共通教材として副教材の『英詩ノート1・2』を作成した。   
多くの学校が平成21年度から配布された「英帯ノート」を移行期間にも使用した。   
作成された教材は、『英語ノート1・2』、英韓ノート付属CD、英帝ノートデジタル版、  
指導資料、および英韓ノート・英語ノート指導資料pDFファイルである。そしてデジタル教  
材を、書き込み、拡大、隠し、保存機能を備えた電子黒板の活用によって効果的な学習を行  
うというものであった。   
しかし、小学校外国語活動の教材整備事業での「新たな外国簿活動教材の整備」（「英語ノ  
ート」の再検討）、事業仕分けによる電子黒板等の廃止4が謳われている。   
また、小学校外国語活動の教材整備事業5では、ウェブ化を含めた新たな外国語活動教材  
の整備が行われる。これまでの「英帯ノート」と基本的には同じ内容のようではあるが練習  
問題等が変わるようである。「英語ノート」の改定、そして電子黒板の廃止とe－18mingの推  
進が今後行われる。   
2）指導者：補助教員の雇用問題   
小学校での英語活動の実施にともなう課題の一つとして指導者の英静能力の問題がある。  
小学校における教科指導の中心は担任であるが、指導者の英語能力の不安は現場からの声で  
もあった。授業では日本人や外国人の英静補助教員と担任とのTTが行われているのが現状  
である。特に外国人補助教員はJETプログラム（TheJapanExchangeandTbachingPrograrrme）  
が中心となり多くの外国語指導助手が指導にあたってきた。   
文部科学省の調査によると平成22年4月現在の各市町村別でのJETプログラムによるAIJ  
の活用は全外国人補助教員の46％となっている6。一方、残りの約54％の市町村ではJETプ  
ログラム以外のALT、いわゆるnon－JETALTを活用しているのが実態である。   
爬Tプログラム以外のMは教育委員会の直接雇用が従来の形態であったが、現在は派遣  
会社からの契約社員がその指導にあたっている場合がある。教育委員会の直接雇用の形態は  
学校現場での指導に関する業務上の問題はないが、派遣契約と業務委託契約による雇用は  
non．JETプログラムの約62％を占めている。全国の市町村の約25％の外国帝指導助手が派遣  
会社や英会話学校からのMとなっている。   
つまり、JETプログラムや直接雇用によるALTとの違いは授業担当者である担任がALTに  
直接の指示ができないということである7。ALrは担当教員の指導のもと、担当教員が行う  
授業に関わる補助をするのが基本であり、授業前、授業中、授業後に担当教具とのTTによ  
る役割が求められている。特に授業前と授業後の担任との打ち合わせにおいて学級経営者で  
ある担任がMに「指示」を出すのは児童の学習の到達度を高めるには当然の業務である。   
市内には3人の英語補助教員が配置されている。3人が分担して毎週1～2日の割合で各  
小学校での英諸活動に参加している。今回の調査では2人から話を聞くことができたが、3  
人とも「派遣社員」であった。授業を参観したが「教員」としての指導にはまったく問題は  
ないと感じた。また、今回の調査中に小学校教員の英語研修会が予定されていたが、上述の  
雇用問題の件で研修会が中止になったことはまことに残念である。   
3）カリキュラム  
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（1）授業時間   
5、6年生の必修化による1～4年生の授業の扱いとその確保が今後の課題である。23  
年度からの英語活動において5、6年生は必修となりその授業時間は確保される。しかし、  
1～4年生の場合、どの時間で外国語活動を行うかは各学校の裁量となる。必修化までは学  
校全体で扱ってきた問題であり、主に「総合的な学習」の時間で行ってきた。中低学年では  
必修ではないので英語活動を行わなくてもよいのであろうが、これまでの経緯を踏まえると  
継続しなくてはならないのが実状のようである。  
1～4年生の外国語を扱う時間として考えられるのは学級活動、総合的な学習、学級裁量、  
生活・学括等である。5、6年生の必修化にともない1～4年生の英語活動については時間  
の確保が今後の大きな問題となる。   
調査を行った市内の小学校でも1～4年生の授業時間は5、6年生の必修化により変化し  
ている学校もある。22年度と23年魔の1～4年生の英語活動の授業数を比較する。市内18  
校で1～4年生は延べ72クラスある。そのうち現状維持は24クラス（6校）、未定は16ク  
ラス（4校）である。また授業時間の減少は14クラスである。増加は16クラスあるがこの  
うち22年度は0時間のクラスが6クラスあった。   
4年生以下の英語活動の位置づけは、英語活動必修化の低学年化を含め今後の大きな課題  
である。現場での混乱をさけるための各自治体や学校現場での裁量が問われる時期である。  
（2）評価：「言語や文化に関する気付き」   
学習指導要領の改訂にともない英語活動の評価について指針が示された8。小学校での外  
国語活動の記録は、評価の観点に照らして、文章で記述することとなった。   
小学校外国語活動の記録の評価の観点及びその趣旨は以下のようである。   
単元の3つの観点は、1．コミュニケーションヘの関心・意欲・態度、2．外国語への慣れ  
親しみ、3．言語や文化に関する気付き、である。そしてその趣旨はそれぞれ以下通りとなる。  
1．コミュニケーションに関心をもち、積極的にコミュニケーションを図ろうとする。  
2．活動で用いている外国語を聞いたり話したりしながら、外国語の音声や基本的な表  
現に慣れ親しんでいる。  
3．外国語を用いた体験的なコミュニケーション活動を通して，言葉の面白さや豊かさ，  
多様なものの見方や考え方があることなどに気付いている。  
他の教科の評価基準は学年ごとに記載されているが小学校外国語活動の記録は学年の区別  
はされていない。   
これまでの小学校英語は学校裁量により「総合的な学習」の時間等で行われ、英語活動と  
しての評価はなかった。しかし必修化にともない外国語活動は評価の対象となる。上記の通  
知をうけ「評価方法等の工夫改善のための参考資料」（小学校）9の「外国語活動における学  
習評価」において評価行うに当たっての、（1）基本的なあり方、（2）評価の観点の考え方、（3）評  
価基準の設定における考え方、が提示された。また評価基準の設定においての参考として事  
例も掲載されている。   
特に、評価の観点の考え方としては「中・高等学校における外国語科との連続性に配慮し  
て」10とあり、小中高の連携が評価の面からも伺える。   
評価の観点の延長上に中学との「連携」が見えてくるが、文部科学省の初等中等教育分科  
会の学校段階間の連携・接続等に関する作業部会にあるように連携と接続が併記されている。  
今後「連携」から「接続」へと／ト申のつながりはさらに強化されるであろう。  
－ 30 －   
北山：小学校英語活動における実施状況の調査報告  
おわりに   
報告者は平成12年の岐阜県の生津小学校の授業参観から10年以上小学校英語の取り組み  
を見てきた。小学校英語はマスコミでも当時は大きく取り扱われ、英語公用語論を含む小学  
校英語教育賛否の論議が起った。   
一方、現場の教員が一生懸命に教材研究をして授業の工夫を行ってきた姿も見てきた。モ  
デル校の授業では1クラス3～4人の教員が張り付く贅沢な授業もあった。その後多くの指  
定校、市町村単位においてその取り組みをまとめたカリキュラムの作成、発表会が行われた。  
多くの小学校教員の試行錯誤や地域のボランティア等の努力がそこにはあった。   
現在、「外国語活動」は実質的に「英語活動」となり、「総合学習における異文化理解のた  
めの外国語活動」という位置付けは跡形もない。教育学部や英語教育学科を持つ大学では「教  
員研修会」を盛んに行っているが、必修化を迎えた直後に早くも統一テキストの改定、電子  
黒板の廃止となっている。   
さまざまなアンケート調査で、児童が文字を知りたがる等の結果を出していることから、  
今後の「小学校英語教育」の姿が徐々に見えてきている。小学5年生が英語を勉強し始めれ  
ば文字に興味をもつのは当然であり、小学校英語に携わった教員なら10年前から感じている。   
中学校英語の前倒しの第一段階はおそらく現状の「英語ノート」の「英語化」であろう。  
現行の内容は異文化理解の観点から「英語ノート」の内容には多くの英語圏以外のことばや  
文化が扱われているが今後は英語圏のみの扱いになるのではないのだろうか。異文化理解以  
外の内容である数字、色、動物、形、職業、などテーマ的なものは変わらないだろう。そし  
て次回の学習要領の改定が第二段階となり中学校の文法内容を含む小中「連結」による学習  
内容となるだろう。また、低、中学年の扱いはそれ以前に問題となるだろう。   
言語習得という観点から考えてみると学習者の発達段階を考慮した指導内容にしなくては  
ならない。小学校での英語教育は体育などの実技科目に近いと筆者は考えている。児童の発  
達、特に認知の面を考慮した指導内容であってはしい。   
特に臨界期前にある児童への言語学習には理論的背景をもつ指導内容、カリキュラムが必  
要である。音声の認識という観点からはやはり rかたまり」（Chunk）を重視した指導が必  
要で、文、句、単語、音節、音素の順番に児童が英語の「音」を認識できるような工夫が大  
切ではないだろうか。   
その意味で、指導者は英語のリズムや指導内容を本物（Authentic）にする必要がある。担  
任が慣れない英語を教えるのは負担が大きい。教員が黒板に書いた文字をそのまま発音すれ  
ば、児童はそれを真似て黒板の文字を見ながら会話をしてしまう（英語が読めない児童が先  
生の真似をして黒板をみながらのコミュニケーションは頂けない）。中学校英語の前倒しが  
英語嫌いの前倒しにならないことを強く望む。  
ー 31－   
山形県立米沢女子短期大学附属生活文化研究所 第39号  
Appendixl  
「小学校英諦」の取り組みについてのアンケート  
教員個人の意見や感想ではなく、小学校での「英語科」「学年団」「校務分掌」などの代表  
者・担当者から見た学校としての取り組み、方向性について敢えてください。  
解答方法：各質問の「はい」「いいえ」をカツコで囲んでください。  
例：小学校での英諸活動に興味がありますか。匝司 いいえ   
1．「英語ノート」を教える以外に学校独自の取り組みがありますか？  
取り組んでいる  検討中  予定はない  
2．「EnglishRoom」などの特別教室はありますか？  
ある  検討中  予定はない  
2．1［亘司場合どのような工夫をしていますか教えてください？（例：掲示物）  
（  ）  
3．（英語活動に関する）校内放送を行っていますか？  
行っている  検討中  予定はない  
3．1 校内放送を  行っている  場合その内容を教えてください。  
・時間帯は？（  ）  
・児童が興味を示した内容は何ですか？  
（  ）  
4．「読み聞かせ」を行っていますか？  
行っている  検討中 予定はない  
4．1「読み聞かせ」を  行っている  場合、児童に人気のある内容は何ですか？  
（  ）  
5．学校独自の「カリキュラム」等ありますか？  
ある  検討中  予定はない  
5・1・学校独自のカリキュラムが［亘司場合、その内容を簡単に紹介してください。  
（  ）  
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Appendix2  
「小学校英語」の中学での取り組みについてのアンケート  
教員個人の意見や感想ではなく、中学校での「英諦科」「学年団」「校務分掌」などの代表  
者・担当者から見た学校・英語科としての取り組み、方向性について教えてください。  
解答方法：各質問の「はい」「いいえ」をカツコで囲んでください。  
例：小学校での英語活動に興味がありますか。［堅］ いいえ  
中学校での「／小学校英語」への対策について   
1・「小学校英語」に対して中学校で「組織として」取り組みを何か行っていますか？  
はい  いいえ  
1・1［垂］の場合：主にどの組織で行っていますか？  
その分掌または組織名：（  ）  
1・2［亘三亘亘］の場合：今後行う予定はありますか？  
ある  ない  わからない  
2・「小学校英語」への組織的な対応について何かコメント、必要と思われる対応がありま  
したら簡単にお書きください。  例：小中での連携の必要性がある  
中学校英語教員の「小学校英語活動」の現状把握について   
3t「小学校英語活動」はどのような内容か英括担当教員は把握していると思いますか？  
はい  いいえ  
4・「小学校英語活動」の内容を英語担当教員は把握する必要があると思いますか？  
ある  ない  
5．今後「英語ノート」の内容を把握した授業を各教員が行っていますか？  
行っている  行う予定  行っていない  わからない  
6．「英語ノート」を英語担当教員はこれまで見る機会がありましたか？  
ある  ない  わからない  
7・「小学校英語活動」の内容を踏まえた授業を現在英語科として取り組んでいますか？  
はいいいえ  
7・1ロ亘司の場合の具体例を教えてください。  
生徒の実態について  
8．複数の小学校から生徒が入学してきますか？  
はい：（ ）校  いいえ  
8・1［亘司の場合、英語に関して小学校の格差を教員団は感じていますか？  
感じている  話題にならない  
感じている  の場合、具体的な内容を教えてください。  8．2  
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